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みえ若者就労支援ネットワーク（仮称）規約（案）
（名称）

第1条 本会は、「みえ若者就労支援ネットワーク」（以下、「ネットワーク」という。）と称する。

（目的）

第2条 このネットワークは、三重県を担う若者が自己の意欲、能力に応じて経済的かつ社会的に自立し、自己実現ができるように、家庭、学校、地域、企業、行政等の多様な主体が連携し、地域全体で包括的に支援するしくみづくりを目的とする。
（会員）

第3条 会員は、前条の目的に賛同する自治体、企業、団体やグループ及び個人とし、加入申込書をネットワーク事務局に申し込み、ネットワーク会議の承認を得ることにより、会員となることができる。
　　　２　会員の加入資格の基準は別途、運営委員会で定める。
　　　３　事務局は、会員名簿を作成し、常時、事務局に備え置かなければならない。
（退会）

第4条 このネットワークを退会しようとする者は、事務局に退会届を提出することにより任意に退会することができる。

（取組）
第5条 このネットワークは、第2条に定める目的を達成するために、次の取組を行う。

（1） 若者就労支援にかかる学習、研究及び情報交換

（2） 若者就労支援にかかるネットワークの拡大及び関係者相互の連携促進
（3） 若者や若者を取り巻く社会環境等に関する一般の理解の促進や啓発活動
（4） 若者就労支援にかかるセミナー、イベント等各種事業の実施

（5） ネットワークの事業計画、事業報告及び収支決算の承認
（6） ネットワークの役員の任免

（7） その他、ネットワークの目的達成のために必要なこと

（役員と任務）

第6条 このネットワークに正副代表を置くことができる。

　１　代表は必要に応じてネットワーク会議及び運営委員会を召集する。

２　代表は、このネットワークを代表し、この規約に基づきその事務を処理する。
３　副代表は代表を補佐し、代表に事故あるとき又は代表が欠けたときはその職務を代理する。
４　正副代表はネットワーク会議において会員の中から互選で選任する。
５　副代表は２名以内とする。
（役員の任期）

第7条 役員の任期は１年とし、毎年度改選するが再任は妨げないものとする。ただし、新役員が選任されるまではその身分を継続する。
２　役員が心身の故障又は職務上の義務違反等役員としてふさわしくない行為があったときはネットワーク会議の議決により解任することができる。
３　前項の場合の新役員の任期は、前任者の残任期間とする。
（ネットワーク会議）
第８条　ネットワーク会議は、第５条に定める取組事項の他、ネットワークの運営に必要な事項について審議、決定を行うため設置する。
２　会議の議長は、代表が務めることとするが、代表が事故等による場合は、副代表が代理する。
３　ネットワーク会議は、ネットワークの意思決定機関とし、出席者の過半数の賛同を持って議事を決定する。
４　会員は、自由に議題を提案することができる。

（運営委員会）

第９条　このネットワークに運営委員会を設置することができる。

２　運営委員会の委員は、代表を含む若干名とし、ネットワーク会議において選任する。
３　運営委員会は、次のとおり運営する。
（１）運営委員会委員長は、代表が務める。
（2） 運営委員会は、委員の１／２以上の出席をもって成立する。

（3） 運営委員会の議事は、出席者の１／２を超える賛同をもって決定する。

４　運営委員会は次の業務を行う。

（1） ネットワーク会議に提出する議題の検討

（2） ネットワークの事業計画、事業報告及び収支決算案

（３）ネットワーク運営の基本方針の検討
（４）ネットワーク会議規約の改正案
（５）本規約で運営委員会で定めるとした事項

（６）その他、ネットワークの運営に必要な事項等の検討
（専門部会）

第１０条　このネットワークに専門部会を設置することができる。

２　専門部会の設置及び専門部会の構成委員は、ネットワーク会議で決定する。
３　専門部会は、特定の事項について調査、検討又は事業を実施し、その結果をネットワーク会議へ報告する。
（ネットワーク事務局）

第１１条　このネットワークの事務を処理するために事務局を置く。

２　事務局は、運営委員会の指示のもとにネットワークの円滑な運用を図るとともに、ネットワーク会議の決定事項を処理する。

３　事務局は、○○内に置く。

４　事務局の運営について必要な事項は別途、運営委員会で定める。
（情報の取り扱い）
第１２条　このネットワーク内において得られた情報の取り扱いについては、個人情報の保護等に十分配慮するとともに、必要に応じて運営委員会において承認を得たうえで公表することができる。
　　　２　会員は、ネットワーク会議等で得られた情報を前項の場合を除いて外部に公表しないものとする。
（成果の帰属）

第１３条　このネットワークにおいて得られた成果は会員に帰属するものとする。

　２　その成果を個々の会員において使用する場合の取り扱いはその都度、運営委員会で協議して取り決めるものとする。

（事業年度）

第１４条　このネットワークの事業年度は毎年４月１日に始まり、翌年の３月３１日に終わるものとする。

　２　事務局は、運営委員会の指示に基づき毎年の早期に当該事業年度の事業計画案及び収支予算案の作成並びに前年度の事業報告案及び収支決算書案を作成する。

（事業費）

第１５条　このネットワークの事業費は、委託費、寄付金、補助金等を原資とする。
　
（経費）

第１６条　ネットワークの事業執行に必要な経費は、予算の範囲内において支出をすることができる。
　２　経費の支出基準は、運営委員会で別途、定める。

（その他）

第１７条　このネットワークについて、本規約に定めるもののほか、必要な事項は運営委員会が別途、定める。

　附則　この規約は、平成　　年　　月　日から施行する。
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